





















































































































































































































































































































































































































































































































(同趣旨，第2次訴訟の東京地判平成 15・5・15訟月 50巻 1号3146頁，劉連
仁訴訟の東京地判平成 13・7・12判タ 1067号 119貞，スクラップ工場での旧



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(8) 不起訴の違法性については，西埜・前掲注(5 ) 120頁以下参照。
(9 ) 三橋良士明「不作為にかかわる賠償責任」雄川一郎ほか編「現代行政法大系第
6巻j)153頁(有斐閣. 1983年)。なお，原田尚彦『行政責任と国民の繕利j)71 
頁(弘文堂， 1979年)，植木哲『災害と法〔第2版)J 52頁(ー粒社， 1991年)
等参照。
(10) 西埜「立法の不作為と国家賠償」法律論叢81巻4=5号 12ト122頁 (2009年)
参照。
































































































頁(三協法規， 2000年).福士明「判解Jジュリ 1291号・平成 16年度主重要判例




















社会科皐研究 20著書2号 102頁以下 0968年).今村哲也「行政介入請求権をめ
ぐる新動向」一橋論叢89巻 l号167頁以下(1983年).高橋明男「西ドイツに




(55) 阿部・前掲注(3 ) 190頁。なお，同・前掲注(6)判評232号13頁以下.233号
1頁以下，同「行政の危険防止責任その後(1)(2)(3・完)J判評269号2頁以下，
270号2頁以下.271号2頁以下(1981年)参照。


















(66) 藤田宙靖『第四版行政法 1(総論)(改訂版)J511頁(育林書院， 2005年)。
(67) 温野・前掲注(14)282頁。
















(81) 阿部・前掲注(44)137-138頁。なお，同・前掲注(18)r行政法解釈学IJl 507 
頁参照。








































c1ω) 阿部・前掲注(3 ) 190頁。
(04) 宮田・前掲注(20)106頁。
0(5) 佐藤「食品・薬品公害をめぐる国の責任(3)J法時51巻 10号114頁(1979年)。
(}附 沢井「カネミ泊症(福岡・小倉第 l陣訴訟)控訴審判決の法理と意義」法時
56巻7号13頁(1984年).同「規制機限不発動と閣の責任命J法時57巻 10号
84頁以下 (1985年)，芝池「判批」判評311号16頁 (1985年)，淡路・前掲注
(65)ジュリ 835号129-130頁，田村・前掲注(48)827頁以下，遠藤・前掲注
(97)469頁以下，桑原・前掲注(14)25-26頁，大河原良夫「行政の規制不作
-113一
法科大学院論集第7号
為と危険防止責任 薬害国家賠償訴訟ー←」後藤光男編『憲法と行政救済法』
140-141頁(成文堂.2002年)等参照。
??
